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2026年度 武蔵大学経済学部 学校推薦型選抜 指定校制推薦入学 

 

小論文課題 

 

設問 投資には、自身の資産形成に資するだけでなく、経済活動を支えるという社会的な意

義があるといわれる。次の課題文 A～Cを参考に、投資の意義について、あなたの考えを

述べなさい（800字程度）。 

 

＜課題文 A＞ 「ＮＩＫＫＥＩＴｈｅＳＴＹＬＥ――お金を見返りにしない投資（文化時

評）」 

 自らが暮らす社会が豊かになることで 価値ある伝統文化が育まれていく 

 日本人がお金と向き合う機会が増えている。２０２４年から始まった新たな少額投資非

課税制度（ＮＩＳＡ）は、投資と疎遠だった多くの人たちをお金の世界へと引き寄せた。「年

金だけに頼れない」「老後資金は自ら稼がないと」。かつては「よそ様に話すものではない」

とされた投資話があちらこちらで語られ始めた。 

 

 そんなムードが育んだのか、「投資とは何か」という問いを考える機運も高まりつつある。

応援したい事業者に出資や寄付といった形でお金を拠出するクラウドファンディング（Ｃ

Ｆ）。その先駆けであるミュージックセキュリティーズは能登半島地震で壊滅的な被害を受

けた石川県輪島市の伝統和菓子の復興支援を呼びかけた。 

 

 辺り一面、見渡すかぎり何もない。かつて道沿いに露店がひしめき、多くの観光客でにぎ

わった輪島朝市。震災時の火災がすべてを焼き尽くした。 

 

 この場所に店舗を構えていた創業１００年を超える老舗和菓子店「中浦屋」。著名料理人

の道場六三郎氏も高く評価する伝統菓子の丸柚餅子（まるゆべし）を守り続ける老舗の工場

再建に、見知らぬ人たちのお金が集まる。 

 

 中浦政克社長は震災後、輪島市内に小さな作業スペースを借りた。倒壊した工場で機械が

担っていた生地であんを包む工程を、自ら黙々と手作業で続ける。「輪島伝統の和菓子をど

う伝承していくか」。頭に浮かぶのは、そのことばかりだと笑う。 

 

 今回の出資半分、寄付半分のＣＦになぜ資金が向かったのか。ミュージックセキュリティ

ーズが催した事業者と出資者の交流イベントを訪れていた２０代の若者に聞くと、意外な

答えが返ってきた。「大切な伝統文化を守ろうと頑張る人に投資することで、自分もそんな

意味のある生き方をしたいという思いが強くなるんです」 

 投資について、広辞苑では「利益を得る目的で、事業に資金を投下すること」という説明

が真っ先に出てくる。だが、周りを見渡してみると、当たり前と思っていた答えとは異なる

姿が見え隠れする。世の中には「推し活」という言葉が飛び交い、応援するアイドルに「投
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資」することで、一緒にサクセスストーリーを描いている。物語に投資することは、心の豊

かさを得る貴重な手段になっている。 

 

 ミュージックセキュリティーズの中園浩輝社長はこう考える。「投資の見返りが必ずしも

お金である必要はない。満足感だったり、実体験だったり。自分の投資が社会に生かされて

いることをリターンと考える一定層の人たちがいる」 

 お金を見返りとしない投資への考え方は、少しずつ、だが確実に広がりつつある。ＳＢＩ

レオスひふみは４月、寄付事業を手がける新会社、Ｋｉｆｆｙ（キッフィー）の設立会見を

開いた。環境や教育といった社会課題のうち、支援したい分野に毎月一定額を寄付する仕組

み。ＳＢＩレオスひふみの藤野英人社長は「自分が住む社会を豊かにすることも投資会社の

大切な役割」と強調。寄付事業は「お金を学び、お金を積み立て、共助で支える、というフ

ァイナンシャル・インクルージョン（金融包摂）の概念から欠けていた課題」と位置づける。 

 

 新ＮＩＳＡを機に、預貯金に長く偏在していた個人の金融資産が投資に向かいはじめて

間もない。投資とは何かという課題にどう向き合うか。投資が世の中を幸せにするものであ

るためには、みんなで学び、考え、身につける姿勢が欠かせない。金融教育は自らの暮らし

を支えるだけでなく、社会の豊かさを育むものであってほしい。 

 

 中浦社長はあるストーリーを温めている。新工場を再建できたら「出資していただいた皆

さんを招いて、見学ツアーを催したい」という。多くの人たちの投資が形になり、１００年

以上続いてきた和菓子文化が伝承されることを一緒に喜ぶ。そして、ありのままの能登の姿

も見てもらう。ストーリーに投資する見返りは、お金以上の価値があると確信している。 

 

 いまも輪島市街に向かう車窓には、そこかしこで丘陵の地肌がむき出しになり、河川に無

数の倒木が折り重なる凄惨な光景が映し出される。復興への道のりはなお遠い。ただ東日本

大震災を機にＣＦが一気に普及したように、投資の力が復興の一助になる可能性はある。 

 

 投資は多くの人にとって、まだ身近な存在になり得ていない。そのような状況で、政府は

資産運用立国構想を推し進める。少子高齢化が加速し、財政が悪化するなかで、国民に自助

努力で生計を立てる意識を植えつける狙いが透ける。 

 

 投資はお金を殖やすためだけの道具ではない。自らのためだけでなく、自らが暮らす社会

が豊かになることで、価値ある伝統文化が育まれていく。そんな極上のストーリーを支える

大きな力も秘めている。 

 

出所：2025/06/29 日本経済新聞 朝刊 12 ページ 1981 文字 

 

＜課題文 B＞ 「『インパクト投資』で起業支援 沖縄でファンド 地域課題を解決」 

 沖縄県で社会課題の解決を目的とする「インパクト投資」のファンドが立ち上がった。休
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眠預金等活用法に基づく助成を受け、県内外の企業や個人による出資金２億円規模で始動

する。既存の財務指標では資金調達しにくかったスタートアップの成長を促す。インパクト

投資を推進する社会変革推進財団（ＳＩＩＦ）の青柳光昌専務理事にインパクト投資の意義

や沖縄のポテンシャルについて聞いた。 

 

 ――インパクト投資とＥＳＧ投資の違いは。 

 

 「インパクト投資は目的の最初のところに社会や環境の問題を解決しようという意図が

あり、インパクトを測定できる企業に投資する。中長期の（経済的）リターンが大元になっ

ているＥＳＧ投資とは目的が異なる」 

 ――インパクト投資を始めたきっかけは。 

 

 「日本財団で助成金を扱う仕事をしていた。『インパクトオンリー』ともいえる資金でリ

スクが取れて意味のあるお金だが、それだけでは社会問題が解決しないという問題意識が

あった。社会起業家には別の性質のお金を出した方がいいのではないかと考えるようにな

った」 

 ――めざしたい社会像は。 

 

 「社会課題は年々増えてきて、解かなければならない問題も複雑になってきているが、ま

だ皆が共感できていないと感じる。お金を出す形でもボランティアでもいいが、社会課題に

関心をもって自分も関わってみるということが当たり前になる社会がつくれたらいい」 

 ――投票率向上が課題となっている政治にも同じことがいえそうです。 

 

 「『お任せ』になってしまうと、任せている方に責任を委ねてしまう。それぞれに役割が

あるとはいえ、投票した方に責任がないかというとそうではない。これはインパクト投資に

も通じる話だ」 

 「お金を出すとその企業にいい意味で首を突っ込みたくなる。寄付以上にリターンが出る

かもしれないという期待が、地域課題の解決を『自分事』にしてくれる。投資によってその

企業の事業が気になり始めることが重要だ」 

 ――見せかけだけのインパクト投資が批判を受けることもあります。 

 

 「金融庁の検討会が出しているインパクト投資の指針案には４つの要件が掲げられてい

る。このうち『意図』や『測定』など３つは国際的な考え方と共通する。最低限この点を投

資家が理解して実践すれば、インパクトに向くお金は増えるだろう」 

 「インパクト投資の場合、インパクトの追求とリターンの追求は別軸だ。経済的、社会的

など様々なリターンがあり、目的をもってリターンを測っていく必要がある。ここを明確に

すれば意図がクリアなお金が増えていくと期待している」 

 ――沖縄でのインパクト投資への期待は。 
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 「１件当たりの投資額は大きくなくても、挑戦する若い人たちをたくさん応援してほしい。

沖縄では地域の人が毎月定額を積み立てて相互扶助に用いる『模合（もあい）』の文化があ

り、これはインパクト投資と通底するところがある」 

 「自分のことだけでなく地域やコミュニティーのことを考えて、何かあったときには皆で

助け合う。そうすれば自分にも返ってくる。インパクトファンドも同様に、どれだけの人が

組織の論理を超えてお金を出せるかは注目したい。地元の企業や金融機関を含めインパク

トファンドに関わる人を増やすことが重要だ」 

 

出所：2023/10/17 日経産業新聞 2 ページ 1436 文字 

 

出題者注：投資先の価値を測る材料として、利益などの財務情報に加えて、環境、社会、企

業統治（経営を監視する仕組み）の要素を考慮する投資手法をＥＳＧ投資という。 

 

＜課題文 C＞ 「ゼブラ企業が社会貢献競う 成長と両立、全国１．７万社 鹿児島が最多 

農産物のＥＣ代行（データで読む地域再生）」 

 ビジネスの成長と社会貢献を両立させる「ゼブラ企業」が全国で存在感を高めている。利

益確保と社会課題の解決という相反するようにみえる目的の両立からゼブラ（シマウマ）と

称される。５年間で１．５倍に増えた。人口比で最多の鹿児島県では、火山灰を付加価値の

高い日用品に再生するなど地域課題を解決しながら業績を伸ばす。 

 ゼブラ企業は２０１７年に米国で提唱された。高成長・高収益をめざすユニコーン企業と

対比される。 

 

 ６月に閣議決定した経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）には「地域の社会課題

解決の担い手となるローカル・ゼブラ企業の育成に向け、社会的インパクト評価を資金調達

につなげる環境整備を進める」と盛り込まれた。 

 

 ゼブラ企業の公的な統計はないため、日本政策金融公庫と沖縄振興開発金融公庫の協力

を得て、社会課題の解決が目的の事業を対象とする「ソーシャルビジネス関連融資」の実績

を基にゼブラ企業を広く捉えて企業数を推計した。 

 

 ２４年度は１万７４９３社で、新型コロナウイルス禍に伴う融資条件変更で急変動した

２０～２１年度を除けば増加傾向が続く。 

 

 自治体の規模の影響を除くため、都道府県別に人口１０万人あたりで比較すると、鹿児島

県が２７．９社で最も多く、全国平均（１４．１社）の２倍近い。宮崎県が２７．４社、和

歌山県が２７．０社で続く。 

 

 鹿児島県のゼブラ企業数は４２８社で、鹿児島市内が３割を占める。 
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 ２４年設立の合同会社エシカルティ（鹿児島市）は火山灰が堆積した「シラス」を原料に

食器用洗剤や角質落としを生産する。鹿児島は県土の６割をシラスが覆う。「水害や崖崩れ

の原因となり県民にとっては厄介者だが、鹿児島ならではの地域資源を生かした」と上原直

子代表は話す。 

 

 シラスを高温で焼き発泡させ中空にした「シラスバルーン」がベースで、土壌改良材など

にも再生利用する。商品の売れ行きは好調で、２６年６月期には黒字を見込む。 

 

 鹿児島市のオービジョンは複数の大手通販サイトへの出品を代行し、県の農産物の販路

拡大を担う。「全国有数の農業県なのに価値が伝わっていない」と大薗順士社長が１９年に

設立した。生産者の初期費用が不要な点が評価され取扱商品は３００生産者の１０００件

に増えた。 

 

 行政も資金調達で後押しする。鹿児島市はふるさと納税の対象にゼブラ企業の事業を選

び７月から寄付の募集を始めた。下鶴隆央市長は「ゼブラ企業と組むことで地域の持続可能

性を高めていきたい」と期待する。 

 

 成功報酬型でゼブラ企業に行政サービスを任せる「ソーシャル・インパクト・ボンド（Ｓ

ＩＢ）」の導入も進む。 

 

 滋賀県東近江市は東近江三方よし基金などと組み、１６年度に「東近江市版ＳＩＢ」を設

けた。地域課題を解決する事業提案を採択し最大５０万円支援する。資金は住民らから出資

を募り、期間終了後、第三者機関が事業を評価する。目標を達成すれば市が出資者に元本を

償還する。 

 

 ＳＩＢでゼブラ企業は資金を集めやすくなり、市は財政支出を成果があった場合に限定

できる。愛媛県西条市が１８年度、那覇市も２４年度から類似の仕組みを取り入れた。 

 

 ゼブラ企業に詳しい龍谷大学の深尾昌峰教授は「人口減少が進んだ地域を中心に、地域課

題の解決に取り組むゼブラ企業が台頭してきた。その機運を生かすため、資金調達で支える

仕組みづくりを、住民や自治体、地域金融機関はする必要がある」と話している。 

 

出所：2025/07/05 日本経済新聞 朝刊 2 ページ 1425 文字 

 

 


